
指定居宅介護支援事業者

太田市福祉こども部　社会福祉法人監査室

令和6年度　集団指導

過去の指摘事例等を

　　　　　　　　　　　踏まえた留意点



１．「重要事項説明の同意」について （１）
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【居宅】　過去の指摘事例等を踏まえた留意点

【間違えやすい点】

　・重要事項の説明及び同意取得は、指定居宅介護支援の提
　　供の開始（居宅サービス計画作成に係る一連のプロセスの
　　開始）までに行われる必要がある。

指定居宅介護支援の提供の開始に際し、あらかじめ重要事項
の説明及び同意取得が必要

R３.10.1
アセスメント

R３.10.3
原案作成

R３.10.4
担当者会議

R３.10.11
居宅サービス

利用開始

上記の場合、R３.10.1までに重要事項説明及び同意取得が必要！



１．「重要事項説明の同意」について （２）
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【居宅】　過去の指摘事例等を踏まえた留意点

指定居宅介護支援の提供開始に際し文書交付による説明及び同意について
①　前６月間のサービス計画において、訪問介護等が位置付けられた計画の割合

②　前６月間の訪問介護等の同一指定居宅サービス事業者等の割合（上位３事業者）

R3報酬改訂・・・署名による同意が必要

R6報酬改定・・・署名による同意が望ましい

・太田市の独自基準として、署名がない場合は、Ｒ3年度集団指導　

（Ｒ４.3.22）以降を運営基準減算の対象としていた（R６年度まで）。

令和6年3月31日以前に指定居宅介護支援の提供を開始した場合

は署名が必要。



２．「サービス担当者会議」について
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【間違えやすい点】

　・やむを得ない理由で担当者が出席しない場合は、担当者に

　　対する照会等により意見を求めることができるとしているが、

　　照会内容については記録し５年間保存すること。

　・照会する場合は、必ずサービス担当者会議前にすること。

居宅サービス計画作成のため、利用者及びその家族の参加を

基本としつつ、居宅サービス計画の原案に位置付けた指定居

宅サービス等の担当者を招集して行う会議で、利用者の状況

等に関する情報を担当者と共有するとともに、計画の内容につ

いて担当者の専門的な見地から意見を求める

【居宅】　過去の指摘事例等を踏まえた留意点



３．「医療サービスの位置付け」について
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【間違えやすい点】
　・主治の医師等に意見を求めた場合、居宅サービス計画を作
　　成した際には、当該計画を主治の医師等に交付しなければ
　　ならない。 （交付の方法は対面のほか、郵送やメール等でも
　　差し支えない）
　・これらのやりとりは、支援経過等に記録しておくことが望ましい。

利用者が訪看、通リハ等の医療サービス利用を希望している
場合、利用者の同意を得て主治の医師等に意見照会し、指示
がある場合に限り居宅サービス計画に医療サービスを位置付
けることができる

【居宅】　過去の指摘事例等を踏まえた留意点



４．「個別サービス計画の提出依頼」について
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【間違えやすい点】

　・サービス提供事業者から自主的に個別サービス計画が提出

　　されなかった場合に、提出を求めていない。（必ずしも受理し

　　なければならないものでないが、連動性・整合性の観点から

　　も、提出してもらうのが望ましい。）

居宅サービス計画と個別サービス計画の連動性を高めるため、

個別サービス計画の提出を求めることでその整合性を確認する

とともに、居宅介護支援事業者とサービス提供事業者の意識の

共有を図る

【居宅】　過去の指摘事例等を踏まえた留意点



５．「従業者の秘密保持」について
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【間違えやすい点】

　・従業者でなくなった後においてもその業務上知り得た利用者
　　又はその家族の秘密を漏らしてはならない。
　・従業者の雇用時に秘密を保持すべき旨の誓約書を交わし、　
　　違約金を定めるなどの必要な措置を講じなければならない。

介護支援専門員やその他の従業者は、正当な理由がなくそ
の業務上知り得た利用者又はその家族の秘密を漏らしては
ならない。

【居宅】　過去の指摘事例等を踏まえた留意点



６．「入院時情報連携加算」について
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【間違えやすい点】

　・算定基準となっている『入院してから情報提供するまでの

　　日数』の考え方について、入院日を１日目として起算すること。

　　（R1.9.20 群馬県通知より）

入院時情報連携加算　：　（Ⅰ）2５０単位　　（Ⅱ）２00単位

【居宅】　過去の指摘事例等を踏まえた留意点

　・情報提供日は「病院又は診療所の職員が情報を確認した

　　日」

　・情報提供日が記載された入院時情報提供書を医療機関から

　　FAXしてもらう等、情報提供日の記録を残すこと



７．「特定事業所集中減算」について
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【間違えやすい点】

　・前期（3/1～8/31）は9/15までに、後期（9/1～2/28）は

　　3/15までに、すべての事業者は上記条件に該当する計画

　　数・割合等を記載した書類を作成し、80％を超えた場合に

　　ついては市に提出しなければならない。

　　なお、80％を超えなかった場合についても、当該書類は各事

　　業所で5年間保存しなければならない。

事業所において前６月間に作成された居宅サービス計画に位

置付けられた訪問介護サービス等の提供総数のうち、同一の

事業者（法人）によって提供されたものの割合が80％を超え

る場合に適用（正当な理由がある場合を除く）

【居宅】　過去の指摘事例等を踏まえた留意点



８．「変更時の届出」について
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　①　事業所の名称、所在地

　②　申請者の名称、主たる事務所の所在地

　③　申請者の代表者の氏名、生年月日、住所及び職名

　④　申請者の登記事項証明書又は条例等

　⑤　事業所の平面図

　⑥　事業所の管理者の氏名、生年月日、住所及び経歴

　⑦　運営規程

　⑧　介護支援専門員の氏名及びその登録番号

以下のいずれかに変更があったときは、10日以内に、その旨を

太田市長（介護サービス課）に届け出ること

【居宅】　過去の指摘事例等を踏まえた留意点



（補足）「軽微な変更」について
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【軽微な変更の例】　（※介護保険最新情報 Vol.155参照）

　・サービス提供の一時的な曜日変更、週１回程度の回数増減

　・単なる目標設定期間の延長（目標の変更なし）

　・機能の変化を伴わない同一種目における福祉用具の変更

　・目標を達成するためのサービス内容の変更　　など

利用者の希望等による「軽微な変更」について、ケアプラン作成にあ
たっての一連の業務を省略することができる。

【居宅】　過去の指摘事例等を踏まえた留意点

「軽微な変更」と判断した場合は、変更の事由、軽微な変更である
理由、利用者・家族及びサービス事業者との調整の経緯や内容を
支援経過に記録し、変更後の居宅サービス計画を交付すること。

軽微な変更　＝
（利用者の状況に変化がないことが前提で、）
援助の方針・方向性が変更にならない程度のもの



（補足）「暫定プランの作成」について
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暫定プラン作成に係るサービス担当者会議において、参加者（照会
等により意見照会した担当者含む）に「要介護度の変更（又は更新
等）の結果が暫定プランによって想定する内容と相違なく、サービス
内容に変更がない場合は、暫定プランを本プランに移行する」という
検討がされ、実際に相違がなく、暫定プランを本プランに移行する旨
をサービス担当者会議の参加者に伝達した場合は、一連のケアマネ
ジメントプロセスによる居宅サービス計画の作成を省略し、暫定プラ
ンを本プランへ移行させることも可能（独自基準）。

R３.2.1
区分変更申請

（介２から悪化見込み）

R３.3.1
申請結果確定

介２⇒介４（R３.2.1遡り適用）

この段階で上記の検討すれば
そのまま本プランへ移行可能

暫定プラン作成
（悪化見越してサービス増）

暫定プラン期間 本プラン期間

【居宅】　過去の指摘事例等を踏まえた留意点



（補足）「入院時情報連携加算」について
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入院時の迅速な情報連携
を促進するもの。

　・入院した日のうち　

　・入院した日の翌日又は

　　翌々日

に情報提供した場合に

算定。

【居宅】　過去の指摘事例等を踏まえた留意点

※事業所の休業日等に配慮

　　した要件設定あり

「令和 ６年度介護報酬改定に関する 
Ｑ＆Ａ（Vol.1）
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【参考資料】
○条例：太田市指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する
基準を定める条例（H30.3.16条例第12号）

○規則：太田市指定地域密着型サービス事業所、指定地域密着型介
護予防サービス事業所及び指定介護支援事業所の指定等に関する規
則（H18.3.29規則第15号）

○解釈通知：指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基
準について（H11.7.29老企第22号）

○報酬告示：指定居宅介護支援に要する費用の額の算定に関する基
準（H12.2.10厚生省告示第20号）

○留意事項：指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準
（訪問通所サービス、居宅療養管理指導及び福祉用具貸与に係る部
分）及び指定居宅介護支援に要する費用の額の算定に関する基準の
制定に伴う実施上の留意事項について（H12.3.1老企第36号）



令和６年度集団指導　受講報告について
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（リンク）ＬｏＧｏフォーム（㈱トラストバンク）

【ＵＲＬ】

https://logoform.jp/form/VswA/954412

※以下のリンクより、受講報告をお願いいたします。

　　これをもって、今年度の集団指導へ参加いただいたものと

　　させていただきます。

受付締切　：　令和7年3月30日（日）


